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Ⅰ わが国酪農乳業をめぐる情勢並びに課題と対応 

 

１．  酪農乳業をめぐる情勢 

 

 

（１）  酪農乳業をめぐる基本的な環境 

 
 最近のわが国の酪農乳業は、①少子高齢化や食生活の成熟化等による食品市

場の構造変化、所得減少による購買力低下等を背景とした牛乳乳製品消費の低

迷、②酪農家の高齢化、規模拡大の制約、国際的な需給ひっ迫による飼料価格

の高値安定基調等を背景とした酪農生産基盤の弱体化、③長期化する景気の低

迷の中での食品小売業の競争激化や牛乳製造設備の過剰等を背景とした小売価

格の値下げ圧力の強まり、④国際的な需給ひっ迫による海外からの乳原料調達

の不安定などの多様な要因によって、生乳及び牛乳乳製品の需給が不安定な状

況にあるとともに、酪農・乳業の双方が厳しい経営環境に晒されている。  

 

（２）  直面する新たな情勢 

 
 これらの構造的な環境変化に加え、特に最近にあっては、酪農生産基盤の停

【要旨】 

（１）酪農乳業をめぐる基本的な環境 

 次の要因により、生乳及び牛乳乳製品の需給が不安定な構造にある

とともに、酪農・乳業の双方が厳しい経営環境に晒されている。 

① 牛乳乳製品消費の構造的低迷 

② 国内酪農生産基盤の弱体化 

③ 国際市場における乳原料調達の不安定 

④ 小売価格の値下げ圧力の強まり 

（２）直面する新たな情勢 

 酪農生産基盤の長期的な停滞、東日本大震災の影響などによって、

生乳の需給ひっ迫が改善されない状況が続いており、これが牛乳乳製

品の供給不安を構造的なものにしている。 

東日本大震災によって発生した原発事故による土壌や飼料、生乳へ

の放射性物質汚染は、生乳及び牛乳乳製品の生産や流通、消費に深刻

な影響を与えており、この影響が今後も継続する可能性がある。 

さらに、ＷＴＯ交渉が進展しない状況の中で、ＴＰＰ問題に象徴さ

れるような、新たな自由貿易をめぐる動きが顕在化している。 
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滞が長期化することに加え、東日本大震災による酪農経営への影響もあって、

国内の牛乳乳製品需要を国内の生乳供給が賄えない需給ひっ迫状況が続いてお

り、これが牛乳乳製品の供給不安を構造的なものにしている。  

また、昨年３月の東日本大震災及びそれによって発生した原発事故は、ミル

クサプライチェーンの全体に依然大きな影響を与え続けている。特に原発事故

による土壌や飼料、生乳への放射性物質汚染は、生乳及び牛乳乳製品の生産や

流通、消費に深刻な影響を与えており、安全・安心を確保するための業界関係

者による懸命な取り組みが続けられているが、依然、十分な生活者の信頼を得

られていない状況にあり、これが、今後の牛乳乳製品の流通や消費に継続的な

影響をもたらす可能性がある。  

さらに、ＷＴＯ交渉が進展しない状況の中で、ＴＰＰ問題に象徴されるよう

に、新たな自由貿易をめぐる動きが顕在化している。  

 

 

２．  酪農乳業の課題と対応 

  

最近の情勢に対処し、わが国酪農乳業の持続的な発展を目指して行くために

は、以下のような課題に取り組むことが必要である。  

 

（１）  基本的な課題への対応 
 市場の変化や酪農生産基盤の弱体化などの酪農乳業をめぐる基本的な課題に

ついては、生活者の期待に応え、将来にわたり安全で安心できる国産牛乳乳製

品を安定して供給し続けるようにする観点から、持続可能で競争力のある産業

構造を構築するため、以下のような取り組みを推進することが重要である。 

【要旨】 

① 牛乳乳製品の市場規模を維持し拡大するための取り組み 

食品市場の構造的変化や生活者の食品の安全・安心への要求の高ま

りに適切に対応するためには、個別の産地や企業の取り組みに加え、

酪農乳業が、牛乳乳製品の価値向上や安全・安心の確保を図るための

戦略的取り組みを共同で推進していくことが重要。 

② 酪農生産基盤の安定強化のための取り組み 

 国産牛乳乳製品の自給率が７割に満たず、乳原料のかなりの部分を

不安定な国際市場へ依存している現状を踏まえ、国内酪農の生産基盤

の安定強化を図っていくために、意欲ある酪農生産者が安心して経営

に取り組んで行けるような環境整備を、酪農乳業が連携して行なって

いくことが必要。 
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①  牛乳乳製品の市場規模を維持し拡大するための取り組み 

 戦後、急速な成長を遂げたわが国における牛乳乳製品の市場は、少子高齢化

による人口構造の変化、単身世帯の増加や女性就労人口の増加によるライフス

タイルの変化、食品市場の国際化や飽食化による食生活の成熟化など、食生活

をめぐる社会変化の中で、明らかな停滞・減少局面に突入している。 

また、ＢＳＥや口蹄疫、食中毒事件や誤認表示、放射性物質汚染などの問題

が起こる中で、生活者の食品の安全・安心に対する関心や要求がこれまでにな

く高まっている。 

こうした食生活をめぐる環境の変化に適切に対応するため、個別の産地や企

業による取り組みに加え、食生活の変化に対応した新たな牛乳乳製品の価値向

上戦略や安全・安心の取り組みを、酪農乳業が共同で推進していく。 

 

②  酪農生産基盤の安定強化のための取り組み 

 酪農乳業の存立は、国内の酪農生産基盤と国産牛乳乳製品の市場基盤に強く

規定されている。特に、国産牛乳乳製品の自給率が７割に満たず、乳原料のか

なりの部分を不安定な国際市場への依存しているわが国にあっては、国内酪農

の生産基盤の安定が特に重要な課題である。しかし、最近におけるわが国の酪

農生産基盤は、都府県の生乳生産がピーク時より１００万トン以上も減少し、

これまで順調な成長を遂げてきた北海道においても、従来のような成長トレン

ドを継続することが困難と思われる。 

こうしたことから、わが国の酪農乳業の安定的な発展を継続していくため、

意欲ある酪農生産者が安心して生乳生産に取り組んで行けるような環境整備な

【要旨】（続き） 

③ 生乳及び牛乳乳製品の需給調整のための取り組み 

牛乳乳製品需要が短期間で変動しやすく、一方、生乳生産は乳牛の

泌乳生理の特徴から極めて硬直的であり、また輸入乳製品の国際市場

が従来になく不安定であることから、牛乳乳製品の安定供給を図るた

めに、酪農乳業が連携して、適切な需給調整に取り組むことが重要。

④ ミルクサプライチェーンの持続性を確保する取り組み 

 食品流通における生産者・メーカーと小売流通業とのパワーバラン

スが大きく変化しているなかで、生産・製造・流通・消費が共存でき

る適正な関係性を確保しつつ、牛乳乳製品のサプライチェーンの持続

的な安定性を確保するため、季節的な需要の変化に対応した弾力的な

需給調整や適正な乳業施設の再配置などの取り組みを、酪農乳業が連

携して推進することが重要。 



5 
 

ど、国内酪農の生産基盤の安定強化を図っていく取り組みを、酪農乳業が連携

して推進する。 

 

③  生乳及び牛乳乳製品の需給調整のための取り組み 

牛乳乳製品のサプライチェーンの特徴はその全過程においてチルド流通が

不可欠であり、製品の在庫可能期間が他食品に比べ極めて短いということであ

る。したがって、産業全体の経済効率性を高めるためには、需要の短期的な変

動に対応させた供給調整が望ましいが、一方で、国産牛乳乳製品の供給を強く

規定する生乳生産が、乳牛の泌乳生理の特徴から極めて硬直的であり、輸入乳

製品の国際市場も、最近のＢＲＩＣｓ等における需要の急増やオセアニアの供

給不安などで、今後、従来になく不安定になることが予想されている。また牛

乳乳製品は、その栄養的食品的な特性から、幅広い食品原料や料理食材として

利用されており、酪農乳業の産業的なすそ野は他の食品に比較して極めて広い。 

これらを踏まえ、生活者や食品産業に対して安定的に牛乳乳製品を供給する

ため、適切な生乳及び牛乳乳製品の需給調整の取り組みを、酪農乳業関係者が

連携して推進する。 

 

④  ミルクサプライチェーンの持続性を確保する取り組み 

 食品小売流通業の再編（寡占化、多業態化）と商品のＰＢ化等の進展、その

一方での食品の消費停滞と生産設備の過剰などを背景にして、食品流通におけ

る生産者・メーカーと小売流通業のパワーバランスは大きく変化している。そ

うしたなかで、乳業の主力商品である飲用牛乳類は、家庭内消費が多く購買頻

度も高い商品特性であるために、店頭で「客寄せ商品」と位置づけられ、厳し

い低価格競争に巻き込まれる状況が続いており、これが酪農乳業にとって、近

年、大きな課題となってきた。なお、この課題は、景気後退による所得低下に

よって生活者の購買力が弱まっている状況の中で、さらに深刻さを増している。 

こうしたことから、牛乳流通における各レベルのパワーバランスを適正に確

保しつつ、牛乳乳製品のサプライチェーンの持続的な安定性を図るため、需要

の変化に弾力的に対応した需給調整や適正な乳業施設の再配置などの取り組み

を、酪農乳業が連携して推進する。 

 

 

（２）  直面する課題と対応 
震災による被災や原発事故の様々な影響を克服するとともに、生乳需給及び

牛乳乳製品の市場基盤を安定・強化していくなど、直面する課題に対して、次

のように取り組むことが重要である。  
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①  的確な需給調整対策の推進 

平成２４年度の生乳及び牛乳乳製品の需給は、牛乳等向け生乳需要が従来の

減少基調に回帰するものの、酪農生産基盤の長期的停滞や東日本大震災による

酪農経営への影響もあって、依然ひっ迫状況が続くと見込まれており、これが

牛乳乳製品の供給不安を構造的なものにしている。こうした状況を踏まえ、牛

乳乳製品の需要喪失が起こらないようにするため、生乳生産基盤強化への具体

的な取り組みを共同で促進するとともに、政府及び酪農乳業が一体となった牛

乳乳製品の安定供給及び的確な需給対応を推進する。  

 

②  放射性物質問題へ適切な対応 

東日本大震災によって発生した原発事故による土壌や飼料、生乳への放射性

物質汚染が、牛乳乳製品の生産や流通、消費に深刻な影響を与え続けている状

況に適切に対応し、牛乳乳製品の安全・安心に対する生活者の信頼を確保する

ため、酪農乳業による連携した適切なリスク管理の取り組みを推進するととも

に、酪農乳業による取り組み状況、並びに飼料・生乳・牛乳乳製品に係る放射

性物質の残留や移行、健康への影響等に関する情報をわかりやすく提供するな

どの活動を、酪農乳業が連携して推進する。  

 

③  ＴＰＰ問題等への対応 

 ＷＴＯドーハ・ラウンドが行き詰まりを見せ、ＦＴＡやＥＰＡを軸とした新

【要旨】 

① 的確な需給調整対策の推進 

需給ひっ迫状況が続くなかで、牛乳乳製品の需要喪失が起こらない

ようにするため、生乳生産基盤強化への取り組みの具体化、牛乳乳製

品の安定供給及び的確な需給対応を、酪農乳業が一体で推進すること

が必要。  

② 放射性物質問題への適切な対応 

放射性物質汚染が、牛乳乳製品の消費等に深刻な影響を与えている

状況などを踏まえ、生活者の信頼を確保するための適切なリスク管

理、並びに業界の取り組み情報を適切に提供するなどの活動を、酪農

乳業が連携して推進することが重要。  

③ ＴＰＰ問題等への対応 

 ＴＰＰがわが国酪農乳業に与える影響の深刻さを踏まえ、政府の交

渉や他産業の対応などの動向等を注視しつつ、ＴＰＰ等の影響につい

て検証を行い、酪農乳業関係者での情報の共有化を図ることが重要。
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たな貿易自由化の動きが顕在化しているなかで、より包括的で自由化度の高い

ＴＰＰへの参加が大きな政治問題となっている。こうした動きを踏まえ、酪農

乳業団体にあっては、ＴＰＰがわが国酪農乳業に深刻な影響を与える可能性が

強いことから、その参加に反対を表明しているところであるが、今後は、政府

の交渉や他産業の対応などの動向等を注視しつつ、必要な対応を行うとともに、

ＴＰＰ参加等によって更なる貿易自由化が進展した場合の影響について精緻な

予測と検証を行い、酪農乳業関係者での情報の共有化を図る。  

 

 

Ⅱ ２４年度の事業計画 
  

平成２４年度における事業については、わが国酪農乳業をめぐる情勢並びに

課題に適切に対応するとともに、「平成２４年度の事業計画の基本的な考え方に

ついて」（平成 23 年度第 4 回理事会決定・平成 24 年 1 月 20 日開催）等を踏ま

え、次の事業を実施するものとする。 

 

１．  平成 24 年度事業の位置づけ 

 
平成 24 年度の事業計画の推進に当たっては、次の点に留意する。 

■ 改革の方向性を実現するための事業推進体制を整備し、新たな事業が本

格的に開始できるようにする。 

■  わが国酪農乳業をめぐる諸課題への取り組みにしっかりと貢献できるよ

うにする。 

■  平成 23 年度における事業推進上の課題の改善に努める。 

■  各専門部会及び委員会等で検討されてきた 24 年度事業の取り組み方向

の内容を具体的に盛り込む。 

■  新公益法人への移行作業を完了する。 

 

２．  平成 24 年度事業の主な内容 

 

平成 24 年度においては、次の５つの事業項目について、以下の主な内容で

事業を推進する。 

（１）災害等危機管理対策事業 

（２）生乳及び牛乳乳製品流通関連事業 

（３）牛乳乳製品普及関連事業 

（４）広報関連事業 

（５）総務関連事業（法人化移行等に係る重点事業を特記）  
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【要旨】 

① 災害等関連情報提供事業 

放射性物質問題へ適切に対処するため、「放射性物質対策連絡会」

を適宜開催するとともに、専門家で組織する「放射能問題プロジェク

ト」を設置し、放射性物質汚染に係るエビデンス情報の集積・提供、

風評や健康への影響についての生活者の誤解の改善などを図る情報

提供活動などを積極的に推進。 

② 災害等支援環境整備事業 

生乳及び牛乳乳製品の放射性物質汚染を防止するために適切な対

処を行う観点から、安全・安心を確保する上で必要な放射性物質の検

査及び検査体制の整備等の酪農乳業による連携した取り組みを支援

する。 

（１）  災害等危機管理対策事業 

 
本事業については、放射能問題への対応を中心に、平成 23 年度に実施した

震災復興再生対策特別事業を衣替えして、主に次の事業を実施する。 

 

①  災害等関連情報提供事業 

生乳及び牛乳乳製品に係る放射能物質問題への適切な対処を推進する「放射

性物質対策連絡会」の開催、放射性物質汚染に係るエビデンス情報の集積・提

供、風評や健康への影響についての生活者の誤解の改善、生活者との適切なリ

スクコミュニケーションなどを図る WEB サイトを活用した情報提供活動など

を積極的に推進する。特に、飼料・生乳・牛乳乳製品に係る放射性物質の残留・

移行や健康への影響に関する国内外のエビデンス等について、情報を収集・整

理するため、専門家で組織する「放射能問題プロジェクト」を設置し、業界関

係者に不断に情報を提供する。  

 

②   災害等支援環境整備事業 

新たな食品中における放射性物質に係る基準値を踏まえ、生乳及び牛乳乳製

品の放射性物質汚染を未然に防止するための適切な対処を、酪農乳業が連携し

て行うため、安全・安心を確保する上で必要な放射性物質の検査及び検査体制

の整備等を促進する業界関係者のリスク管理のための取り組みを支援する。  
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【要旨】 

① 生乳及び牛乳乳製品流通安定事業 

ア 生乳及び牛乳乳製品に係る需給見通しの適正化、質の高い需給

情報の提供、生乳及び牛乳乳製品の需給調整のための業界の共同

の取り組みの推進。（生乳需給安定対策事業） 

イ ポジティブリスト制度に対する取り組みへの支援強化、業界の

取り組みが適切なものであることを検証するための生乳中の動薬

等の定期的な残留検査の実施。（ポジティブリスト対応推進事業）

ウ 生乳検査の精度を担保するための外部精度管理の促進及び認証

制度の推進、生乳検査技術者の相互研鑽活動の促進。（生乳検査精

度向上対策事業） 

② 課題解決情報提供事業 

 酪農生産基盤の安定・強化、ＴＰＰ問題等への対応などに係る共通

課題への取り組みを具体的に推進するための議論や学習・研究の場の

設定、分析や検証などの実施。 

③ 活動運営管理事業  

ア 事業に必要な調査及び情報収集・提供（調査情報収集事業）  

イ 関係者の意見調整を行うための委員会等の開催。（専門部会等組

織活動事業）  

（２）  生乳及び牛乳乳製品流通関連事業 

 
 ミルクサプライチェーンの安定を図る観点から、生乳及び牛乳乳製品の生

産・需給調整・価格形成等の流通全般にわたる酪農乳業の共通課題に対応する

ため、【別添１】「平成２４年度の生乳及び牛乳乳製品流通関連事業の基本的な

進め方について」（平成 23 年度第 4 回需給取引専門部会決定・平成 24 年 1 月

16 日開催）等を踏まえ、主に次の事業を実施する。 

 

 

①  生乳及び牛乳乳製品流通安定事業 

 酪農乳業界が、国民に対して、安全で安心な牛乳乳製品を安定的に供給する

観点から、以下の事業を実施する。 

ア  生乳及び牛乳乳製品に係る需給見通しを行うことにより、生乳生産者が

実施する生乳計画生産を支援するとともに、生乳及び牛乳乳製品の需給混

乱を未然に防止するための酪農乳業関係者による共同の取り組みを推進す

る。特に需給見通しの公表の時期や頻度を、飲用牛乳類の需要期、乳製品

の需要期、余乳発生時期などの需給の節目を想定して適正化するとともに、
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需給の背景にある各種要因などについて質の高い情報の提供に努める。（生

乳需給安定対策事業） 

イ  生乳及び牛乳乳製品の安全・安心に係る国民の信頼を確保するため、ポ

ジティブリスト制度に対する酪農乳業の取り組みを促進するとともに、そ

の取り組みが機能しているかどうかを確認する観点から、生乳中における

動物用医薬品等の残留検査を定期的に実施する。特に、酪農家が実施する

「牧場段階での記帳記録の徹底」及び「動薬等利用実態の把握」等の取り

組みへの支援を強化する。（ポジティブリスト対応推進事業） 

ウ 生乳の成分に係る経済評価の客観性を高める観点から、外部精度管理へ

の取り組みの促進、生乳検査の精度を担保するための認証制度を推進する

とともに、生乳検査技術の高度化を図るために生乳検査技術者の相互研鑽

活動を促進する。（生乳検査精度向上対策事業） 

 

②  課題解決情報提供事業 

 上記（１）の事業のほか、生乳生産基盤の安定・強化及び飲用牛乳のサプラ

イチェーンのパワーバランスが適正に確保されるようにするための対策などの

共通課題に関する酪農乳業の連携した取り組みを推進するため、共通課題の解

決に向けた議論や学習・研究の場を設定する。 

特に、酪農生産基盤の安定強化を図るための取り組みの具体化を促進すると

ともに、ＴＰＰなどの新たな貿易自由化の流れがわが国酪農乳業に及ぼす影響

の分析などを重点的に推進する。 

 

③  活動運営管理事業 

 生乳及び牛乳乳製品流通関連事業の適正かつ効率的な運営を図るため、以下

の事業を実施する。 

ア 生乳及び牛乳乳製品の需給に係る精緻な分析及び業界のニーズに対応し

て多様な情報を提供するため、必要な調査及び情報収集を行う。（調査情報

収集事業） 

イ  酪農乳業関係者の意向の適切な反映、協調した取り組みを実現するため

の意見の調整を行う専門部会等の組織活動を機能的に推進する。（専門部

会等組織活動事業） 
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（３）  牛乳乳製品普及関連事業 

 
 わが国における牛乳乳製品の消費の維持・拡大及び酪農乳業と生活者との信

頼関係の強化を図っていく観点から、牛乳乳製品の価値向上に繋がる情報を、

健康科学分野・社会文化分野・食育分野の専門家で構成して設置する外部組織

「乳の学術連合」と連携しながら、生活者に「伝わり易く解り易い表現」とし

て開発し、これを業界関係者及びミルクインフルエンサーに提供していく。 

このため、【別添２】「平成２４年度以降の牛乳乳製品普及関連事業の基本的

な進め方について」（平成 23 年度第 3 回普及専門部会決定・平成 24 年 1 月 17

日開催）及び【別添３】「普及関連事業における価値向上戦略（24～ 26 年度）

のコミュニケーションプラン」（平成 23 年度第 4 回普及専門部会決定・平成 24

年 2 月 7 日開催）等を踏まえ、主に次の事業を実施する。  

  

 

 

 

 

【要旨】 

① 牛乳乳製品健康科学情報事業 

 健康科学分野の研究者で組織する「牛乳乳製品健康科学会議」の活

動を通して、以下の事業を実施する。 

ア 牛乳乳製品の「栄養及び健康に係る機能」に関する情報の整理、

新たな知見の開発や整備を図るため、専門家に研究や調査を委託

するとともに、国内外の研究情報の収集、既存研究の再評価を実

施。（健康科学情報開発整備事業） 

イ 上記アの活動を推進するための研究会活動を支援するととも

に、活動成果を発表・評価するフォーラムの開催。（健康科学会

議活動事業） 

② 牛乳食育事業 

 食育分野の研究者や優れた実践者で組織する「牛乳食育研究会」の

活動を通して、以下の事業を実施する。 

ア 牛乳を活用した食育のための新たな啓発資材等の情報開発や学

習プログラムの研究、整備・活用を促進。（牛乳食育情報開発整

備事業） 

イ 上記アの活動を推進するための研究会活動を支援。（牛乳食育研

究会活動事業） 
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①  牛乳乳製品健康科学情報事業 

 生活者が牛乳乳製品を選択する場合に影響を与えている多様な牛乳乳製品の

「栄養及び健康に係る機能」（以下、「栄養健康機能」）等に係る健康科学情報を

収集・開発し、牛乳乳製品の価値を戦略的に向上させるための基礎情報を整備

するため、健康科学分野の研究者で組織される「牛乳乳製品健康科学会議」を

新たに設置し、以下の事業を実施する。 

ア 生活者の食生活実態に即して、現場の診療医や栄養士などがより実践的

に活用できる情報の整理、新たな知見の開発や整備を図るため、医学及び

栄養学などの研究者等に研究や調査を委託するとともに、国内外の研究情

報の収集や既存研究の再評価を行う。（健康科学情報開発整備事業） 

イ 上記アの活動を推進するための牛乳乳製品健康科学会議の活動を支援す

るとともに、新たな知見や優れた研究などの成果を発表したり評価したり

する場として牛乳健康科学フォーラムを開催する。（健康科学会議活動事業） 

ウ なお、「栄養健康機能」については、生活者の食生活に係る調査結果を踏

まえ、当面する３年間（２４～２６年度）、骨強化・骨粗鬆症予防機能、リ

ラックス安眠機能、生活習慣病予防機能、免疫力調節機能に絞り込む。 

【要旨】（続き） 

⑥ 学校給食牛乳飲用定着事業 

 学乳制度の本来の在り方や酪農乳業の共同の取り組みについての

検討及び学乳事業に係る要請等を事業実施者が連携して行えるよう

にするための「学乳問題特別委員会」の開催。並びに、学乳事業者の

ＨＡＣＣＰに準じた衛生管理水準に係る助言事業への支援。  

⑦ 活動運営管理事業  

ア 事業戦略の設定、事業の検証を行うための生活動向等の調査、

情報利用実態等の調査を実施。（戦略設定・調査等情報収集事業）

イ 事業に対する関係者の意向の反映、意見調整を行うための専門

部会等の開催。（専門部会等組織活動事業） 

ウ 地域普及組織における価値情報の活用、地域普及組織及びその

事業の在り方等に関する議論の促進。（地域普及組織支援事業）  

⑧ 「牛乳の日」「牛乳月間」の取り組み 

「牛乳の日」「牛乳月間」については、酪農乳業が推進する生活者

とのコミュニケーション活動の共通の起点となるよう、関係団体や企

業でそれぞれに可能な方法で、6 月 1 日及び 6 月期に取り組む。なお、

J ミルクでは、同時期にセミナーなどの活動を極力多く実施し、併せ

て、業界内の活動状況を集約してメディア向け広報活動を行う。 
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②  牛乳食育事業 

 日本人の牛乳飲用習慣の定着を図るため、牛乳をテーマにした食育活動が、

学校給食等の実践的な課題を踏まえて、より効果的に推進されるよう、食育分

野の研究者や優れた実践を行なっている学校教諭で組織される「牛乳食育研究

会」（現在の「食育における牛乳活用モデル教材研究会」を発展的に解消し衣替

えする予定）を設置し、以下の事業を実施する。 

ア  学校給食における牛乳の飲用・利用に対する学校及び家族の理解促進、

子ども達の飲み残しの改善、成人になってからの飲用習慣の継続を促進す

るため、子ども達の食生活実態及び学校教育の新しい流れ、家族の意識等

を踏まえつつ、牛乳を活用した食育のための新たな啓発資材等の情報開発

や学習プログラムの研究・開発、整備・活用促進を行う。（牛乳食育情報開

発整備事業） 

イ  上記アの情報開発等の活動を推進するための研究会活動を支援する。（牛

乳食育研究会活動事業） 

 

③  牛乳乳製品価値向上活動事業 

 生活者による牛乳乳製品の価値認識や消費行動が乳の文化的価値や酪農乳業

の社会的価値などへの理解と密接に結びついていること、食生活の多様化・成

熟化が進む中で牛乳乳製品の文化的定着が重要であることを踏まえ、乳の社会

的文化的価値に係る情報の収集・研究・開発・整備するため、研究者で組織す

る「乳の社会文化ネットワーク」を設置して、以下の事業を実施する。 

ア 牛乳栄養の持つ家計での経済効果、牛乳乳製品が日本人の栄養や健康に

果たしてきた歴史的役割など、日本人の食生活における牛乳乳製品の多様

な社会的文化的価値を分析・評価し、情報を開発・整備するため、社会科

学系及び人文科学の研究者等に研究や調査を委託するとともに、国内外の

研究情報を収集・整備する。（乳の社会文化価値情報開発整備事業） 

イ 上記アの活動を推進するための乳の社会文化ネットワークの活動を支援

するとともに、新たな知見や優れた研究などの成果を発表したり評価した

りする場として乳の社会文化フォーラムを開催する。（乳の社会文化ネット

ワーク活動事業） 

 

④  インフルエンサー情報活動事業 

 牛乳乳製品健康科学情報開発整備事業、牛乳食育事業、牛乳乳製品価値向上

活動事業等で収集・開発・整備された価値情報を活用して、医師、栄養士、学

校教諭等のミルクインフルエンサーが、主に母親等に対して、牛乳乳製品の価

値情報を訴求することを支援し促進するため、以下の事業を実施する。 
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ア  主に小児科医、産婦人科医、高齢者医療等を行う医師を対象に、関連す

る学会でのセミナー、関係する専門誌への情報掲載、医師のため啓発資材、

ＷＥＢサイトやソーシャルメディアでの情報提供を推進する。（医療関係者

向け情報提供事業） 

イ  主に保健所、病院、福祉施設の栄養士を対象に、日本栄養士会等と連携

して、セミナー、関係する専門誌への情報掲載、栄養士のための啓発資材、

ＷＥＢサイトやソーシャルメディアでの情報提供を推進する。（栄養関係者

向け情報提供事業） 

ウ 主に栄養教諭、養護教諭を対象に、全国学校栄養士協議会等と連携して、

セミナー、関係する専門誌への情報掲載、栄養教諭等のための教材及び啓

発資材、ＷＥＢサイトやソーシャルメディアでの情報提供を推進する。（学

校関係者向け情報提供事業） 

 

⑤  業界関係者向け情報活動事業 

 牛乳乳製品の価値情報を、業界関係者がそれぞれに推進する生活者等とのコ

ミュニケーション活動で効果的に活用できるようにするため、以下の事業を実

施する。 

ア 牛乳乳製品の栄養健康機能、乳の文化や酪農乳業の産業的意義などに関

する価値情報を、牛乳販売店、牧場見学・体験学習、乳業工場見学、生活

者イベント、小売業からの照会等の活用場面別に開発・整備し、業界関係

者に提供する。（業界向け情報開発整備事業） 

イ  上記アで開発・整備された情報の活用を支援・促進するため、業界向け

のセミナーなどを開催する。（業界向け情報提供事業） 

 

⑥  学校給食牛乳飲用定着事業 

学校給食における牛乳利用の定着・拡大の観点から、制度の本来の在り方や

酪農乳業の共同の取り組みについて検討をすすめるとともに、学乳に関連する

補助事業や政府予算に係る要請について、実際の事業実施者が相互に連携して

行えるような環境づくりを推進するため、学乳問題特別委員会を開催する。  

また、学校給食牛乳供給業者のＨＡＣＣＰに準じた衛生管理水準を確保する

ための専門家による助言活動を支援する。（学乳安定供給推進事業） 

 

⑦  活動運営管理事業      

 牛乳乳製品普及関連事業の適正かつ効率的な運営を推進するため、以下の事

業を実施する。 

ア 業界関係者に対して牛乳乳製品のマーケット情報を不断に提供するとと

もに、事業戦略の設定、事業の検証などを行うため、牛乳乳製品に係る食
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生活の実態とその変化等の調査、J ミルクが提供する情報に係るミルクイ

ンフルエンサーの利用実態等の調査などを行う。（戦略設定・調査等情報収

集事業） 

イ  酪農乳業関係者の意向の適切な反映、協調した取り組みを実現するため

の意見 の調整、 乳の学術 連合の活 動内容の 調整等を 行う専門 部会・委員

会・運営委員会等の組織活動を機能的に推進する。（専門部会等組織活動

事業） 

ウ 業界全体の普及活動の相乗効果を高めるため、賛助会員である各都道府

県の普及組織においても、Ｊミルクが開発し提供する普及関連情報の活用

が行われるように働きかけるとともに、地域普及組織における J ミルク事

業との連携の在り方、地域普及組織の今後の組織や事業の在り方等につい

て、それぞれの地域での議論を促進しつつ、可能な組織についてはさらに

連携を強化していく。（地域普及組織支援事業） 

 

⑧  「牛乳の日」「牛乳月間」の取り組み      

 J ミルクが旗振り役となって推進することとなっている「牛乳の日」「牛乳月

間」については、酪農乳業が推進する生活者コミュニケーション活動の共通の

起点となるようすることを、関係者で確認の上、6 月 1 日及び 6 月期において、

関係団体や企業でそれぞれに可能な方法で取り組むものとする。 

なお、J ミルクでは、同時期にセミナーなどのミルクインフルエンサー向け

活動を極力多く実施し、併せて、業界内の活動状況を集約して、対メディア向

け広報活動を行う。 

 

 

（４）  広報関連事業 

 
 今後は、酪農乳業における連携した共同の取り組み及び牛乳乳製品の価値情

報などについて、メディアに対して、積極的かつ統一的に発信していくことが、

特に重要である。 

また、J ミルク事業についても、会員である業界関係者に、広く情報を公開

していくことが重要である。 

こうしたことを踏まえ、メディア向け及び業界関係者向け広報活動について、

以下の事業を実施する。 

なお、全体の事業に共通して行われるべき広報活動については、総務管理部

門に、総合的な視点で担当し推進する体制を構築する。 
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【要旨】 

① メディア広報対策事業 

業界関係メディア、食生活関係メディア等に対する広報対策につい

て、以下の事業を実施する。 

ア 酪農乳業の共同の取り組み及び新たに開発・整備された牛乳乳

製品の価値情報を発信するため、メディアセミナーなどを開催。

（メディアセミナー開催事業）  

イ 価値情報等を効率的にメディアに提供するためのメディアニュ

ース等の発行。（メディア向け情報提供事業）  

② ＷＥＢサイト運営事業 

 J ミルクの各種情報について、ＷＥＢサイト及びソーシャルメディ

アを活用して、ミルクインフルエンサー、業界関係者等に効率的に提

供する。また、ミルクインフルエンサーを育成するための「ミルクテ

ィーチャー・ライセンスシステム」を、「乳の学術連合」と協力して

運営する。 

③ 業界向け広報対策事業 

会員である業界関係者に対して、事業の内容や事業運営の状況を広

く周知するため、J ミルクレポートなどを発行。また、ミルクカレン

ダー等の会員が推進する事業を支援する。 

 

①  メディア広報対策事業 

 酪農乳業関係及び食生活関係等のメディアを対象に、以下の事業を実施する。 

ア  酪農乳業の生産・流通に係る取り組み、新たに収集・開発・整備した

牛乳乳製品の価値情報等について、メディアに対して適切かつ広く周知さ

せるため、メディアミルクセミナー、メディアツアー等を実施する。（メデ

ィアセミナー開催事業） 

イ  牛乳乳製品の価値情報等を日常的かつ効率的にメディアに提供するた

め、メディア用ニュース、メディアリリース等を活用した広報対策を推進

する。（メディア向け情報提供事業） 

 

②  ＷＥＢサイト運営事業 

 J ミルクの各種情報について、ＷＥＢサイト及びソーシャルメディアを活用

して、ミルクインフルエンサー、酪農乳業関係者、小売流通業及び乳製品のユ

ーザー、メディア等に、効率的に提供する。 

 また、J ミルクが提供する価値情報を活用して、一般生活者のコミュニケー
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【要旨】 

事業改革の方向、新法人への移行、事業の効率化等を踏まえ、「新

法人移行プロジェクト」を設置するとともに、新たな事業の確実な推

進を図るための業務執行体制の強化、一般社団法人の移行を踏まえた

会計システムや事務の改善、業務の内製化等を推進する。 

ションを積極的に推進する「ミルクインフルエンサー」を育成するため、「ミル

クティーチャー・ライセンスシステム（仮称）」を、「乳の学術連合」の協力の

下に構築し運営する。 

なお、このため、一般生活者向け情報提供を基本に作られたＷＥＢサイトの

リニューアルを行う。（ＷＥＢサイト運営事業） 

 

③  業界向け広報対策事業 

J ミルク事業の具体的な内容、事業推進上の課題、事業実施に係る議論の経

緯等に関する情報ついて、会員である業界関係者に広く周知していくため、 J

ミルクレポートを年４回発行する。 

また、牛乳販売店等の事業を支援するため、ミルクカレンダーの制作に協力

を行う。 

 

④  活動運営管理事業 

 広報関連事業の円滑な運営を推進するため、各種制作物及び情報の管理を行

う。 

 

 

（５）  総務関連事業（特記事項） 
 

 

 総務関連事業については、特に、次の事業を重点的に推進する。 

■  新公益法人制度改革にともなう「一般社団法人」への移行については、平

成２３年度第３回理事会（平成 23 年 10 月 20 日開催）で既に決定された手順

が円滑に推進されるよう、総務広報 G の中に「新法人移行プロジェクト」を設

置し、平成 24 年 8 月中の新法人移行申請を目指す。  

■ J ミルクの改革方向を踏まえた新たな事業の確実な実行を促進するため、

出向者を含めた業務執行体制の強化を図る。  

■ 新たな事業の円滑かつ効率的な推進、一般社団移行に伴う会計システムの

変更等を踏まえ、総務及び経理部門における必要な経理・事務手続き等の改善

を進める。  
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■ J ミルク事業における外部スタッフ・業者の活用については、 J ミルク内

部におけるノウハウの蓄積、事業のための業務の内製化を図る観点から、優れ

て専門的な知識や技術を要する場合、業界の外部や生活者からみた情報の信頼

性を確保する観点から望ましい場合を基本とする。  

 

 

３．  事業推進組織の追加的な見直し 

 

事業推進組織については、２３年度事業を通して改善が必要と思われる課題

を踏まえ、①これまで普及専門部会の下部組織として位置づけられていた「地

域普及組織連絡会」については、組織問題なども含めた総合的な議論が必要で

あることから、独立した位置づけにするとともに、②普及専門部会の下部組織

であった「健康科学委員会」の機能を外部連携組織である「乳の学術連合」の

中の「運営委員会」に移管するなど、下記の図のように見直す。 

 

 

 

総会・理事会

副会長

会長 新たな事業推進組織

需
給
委
員
会

ポ
ジ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト

委
員
会

生
乳
検
査
精
度

管
理
委
員
会

需給取引専門部会

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

委
員
会

地
域
普
及
組
織
連
絡
会

生
乳
検
査
精
度
管
理

認
証
特
別
委
員
会

新法人移行プロジェクト

常勤理事

事務局長

乳の学術連合

牛乳乳製品健康会議

乳の社会文化ＮＴ

牛乳食育研究会

運
営
委
員
会

学
乳
問
題
特
別
委
員
会

課
題
検
討
委
員
会

放射能問題プロジェクト

放射性物質対策連絡会

総務広報グループ

企画情報グループ 普及グループ

普及専門部会

外部連携組織
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【J ミルクにおける年度ごとの事業改革の位置づけと事業の概要】
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４．  事業効果の評価・検証 
 

事業を客観的に評価し、事業効果の検証を行うようにする観点から、「酪農

乳業関係者並びに生乳及び牛乳乳製品の生産・流通・消費に重要な社会的影響

を与える立場にある人々（ミルクインフルエンサー）に、牛乳乳製品の価値向

上及び酪農乳業の共通課題の解決に役立ったり結びついたりする情報を提供

する」という J ミルクの職務の定義に則し、主に、次の事業目標を設定する。 

■  生活者の意識の中で、牛乳の相対的価値をどれだけ高められたか。 

■  医師・栄養士・学校教諭等のミルクインフルエンサー、酪農乳業関係者、

メディアの、J ミルク発信情報への注目度合い及び利用状況が、どれだけ

高まったり増えたりしたか。 

 なお、上記の目標の達成状況を確認するため、定期的な生活動向等に関する

調査及び情報利用状況等の調査を実施するものとし、実際の目標の数値化は、

24 年度当初における調査結果に則して、当面は、平成 26 年度終了時点での数

値目標を設定する。 

 

 

Ⅲ  平成２４年度の収支予算 
  

平成２４年度の収支予算については、以下の基本的な考え方に基づき、別添

の収支予算書の通りとする。 

 

１． 収入 
会費収入は前年度水準とする。 

賦課金収入の基本となる拠出金については、２３年度と同額の単価（飲用牛

乳等向け生乳１Ｋｇ当たり５銭、加工向け生乳１Ｋｇ当たり２銭）とする。 

 

２． 支出 
生乳及び牛乳乳製品流通関連事業、牛乳乳製品普及関連事業、広報関連事業、

総務関連事業の基本的な事業支出については、賦課金収入の範囲内で予算を配

分する。 

また、災害等危機管理対策事業の推進に必要な財源については、運営基金及

び前期繰越金の活用で賄うものとする。 
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（単位:千円）

予算額 前年度予算額 増  減 摘　要

Ⅰ

１．

(1) 2,170 2,170 0

(2) 477,400 460,300 17,100

ア 352,300 342,000 10,300

イ 125,100 118,300 6,800

(3) 13,000 15,000 △ 2,000

ア 0 0 0

イ 13,000 15,000 △ 2,000

(4) 0 0 0

(5) 0 0 0

(6) 3,000 2,000 1,000

ア 3,000 2,000 1,000 国債評価益含む

495,570 479,470 16,100

２．

(1)

ア 20,910 - 20,910

イ 140,000 - 140,000

160,910 - 160,910

(1) 廃止

ア - 48,000 △ 48,000

イ - 89,000 △ 89,000

- 137,000 △ 137,000

(2)

ア 38,620 43,800 △ 5,180

(ア) 20,900 30,500 △ 9,600

(イ) 9,000 6,000 3,000

(ウ) 8,720 7,300 1,420

イ 12,045 21,300 △ 9,255

(ア) 3,045 5,100 △ 2,055

(イ) 9,000 - 9,000

(ウ) - 16,200 △ 16,200 広報関連事業に移管

ウ 57,601 61,900 △ 4,299

(ア) 26,850 25,000 1,850

(イ) 7,620 6,900 720

(ウ) 23,131 30000 △ 6,869

108,266 127,000 △ 18,734

(3)

ア 48,290 35,000 13,290

(ア) 32,770 32,000 770

① 19,100 15,000 4,100

② 6,350 11,000 △ 4,650

③ 7,320 6,000 1,320

(イ) 15,520 3,000 12,520

① 14,540 - 14,540

② 980 0 980

イ 11,800 - 11,800

（ア） 8,600 - 8,600

（イ） 3,200 - 3,200

ウ 19,892 55,000 △ 35,108

(ア) 11,500 5,000 6,500

① 7,700 1,000 6,700

② 3,800 4,000 △ 200

(イ) 8,392 - 8,392

① 4,992 - 4,992

② 3,400 - 3,400

（ウ） - 19,000 △ 19,000 広報関連事業に移管

（エ） - 31,000 △ 31,000 広報関連事業に移管

(オ) - 0 0 他事業に再整理

エ 42,157 28,000 14,157

（ア） 15,780 8,000 7,780

（イ） 13,002 20,000 △ 6,998

（ウ） 13,375 - 13,375

オ 5,680 - 5,680

（ア） 3,600 - 3,600

（イ） 2,080 - 2,080

カ 6,230 30,000 △ 23,770

(ア) - 5,500 △ 5,500

(イ) - 18,000 △ 18,000

(ウ) 6,230 6,500 △ 270

キ 52,994 55,700 △ 2,706

(ア) 21,800 29,500 △ 7,700

(イ) 5,068 6,800 △ 1,732

(ウ) 2,300 2,300 0

(エ) 23,826 17,100 6,726

187,043 203,700 △ 16,657

平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで　

　 収支予算書

メ デ ィ ア 広 報 対 策

Ｗ Ｅ Ｂ サ イ ト 等 各 種 情 報 提 供

学校給食牛乳飲用定着事業か
らの一部移管

学校給食牛乳飲用定着事業か
らの一部移管

イ ン フ ル エ ン サ ー 情 報 活 動 支 出

業 界 関 係 者 向 け 情 報 活 動 支 出

乳 製 品 口

補 助 金 収 入

事 業 活 動 収 入 計

事 業 活 動 支 出

生 乳 ・ 牛 乳 乳 製 品 流 通 対 策 推 進 事 業 補 助 金

受 託 事 業 収 入

業 務 手 数 料 収 入

雑 収 入

受 取 利 息

科        目

事 業 活 動 収 支 の 部

牛乳食育事業及びインフルエ
ンサー情報活動へ移管

災 害 等 危 機 管 理 対 策 事 業 支 出

災 害 等 関 連 情 報 提 供 事 業 支 出

災 害 等 支 援 環 境 整 備 事 業 支 出

災 害 等 危 機 管 理 対 策 事 業 支 出 計

震災復興再生対策推進特別事
業の衣替え

共 通 課 題 検 討 分 析

健 康 科 学 会 議 活 動

研 究 会 活 動

健 康 科 学 フ ォ ー ラ ム

生 乳 検 査 精 度 向 上 対 策

生乳及び牛乳乳製品流通関連事業費支出

復 興 再 生 啓 発 事 業 支 出

震災復 興再生 対策推進 特別事 業 費支 出計

ポ ジ テ ィ ブ リ ス ト 対 応 推 進

復 興 支 援 対 策 事 業 支 出

生 乳 及 び 牛 乳 乳 製 品 流 通 安 定 事 業 支 出

震 災 復 興 再 生 対 策 推 進 特 別 事業 支出

生 乳 需 給 安 定 対 策

調 査 情 報 収 集

専 門 部 会 等 組 織 活 動

直 接 人 件 費

生乳及び牛乳乳製品流通関連事業費支出計

牛 乳 乳 製 品 普 及 関 連 事 業 費 支 出

牛 乳 乳 製 品 消 費 拡 大 特 別 事 業 補 助 金

事 業 活 動 収 入

会 費 収 入

賦 課 金 収 入

飲 用 口

課 題 解 決 情 報 提 供 事 業 支 出

共 通 課 題 解 決 推 進 情 報 交 換

Ｗ Ｅ Ｂ サ イ ト 等 業 界 向 情 報 提 供

活 動 運 営 管 理 事 業 支 出

牛 乳 乳 製 品 健 康 科 学 情 報 事 業 支 出

健 康 科 学 情 報 開 発 整 備

牛 乳 健 康 科 学 学 術 研 究

牛 乳 健 康 機 能 実 態 調 査

牛 乳 健 康 科 学 情 報 収 集 整 備

牛 乳 乳 製 品 価 値 向 上 活 動 事 業 支 出

乳 の 社 会 文 化 価 値 情 報 開 発 整 備

乳 の 社 会 文 化 価 値 学 術 研 究

乳 の 社 会 文 化 価 値 情 報 収 集 整 備

牛 乳 食 育 事 業 支 出

牛 乳 食 育 情 報 開 発 整 備

牛 乳 食 育 研 究 会 活 動

乳 の 社 会 文 化 Ｎ Ｔ 活 動

研 究 会 活 動

乳 の 社 会 文 化 フ ォ ー ラ ム

医 療 関 係 者 向 け 情 報 提 供

栄 養 関 係 者 向 け 情 報 提 供

学 校 関 係 者 向 け 情 報 提 供

牛 乳 乳 製 品 普 及 関 連 事 業 費 支 出 計

牛 乳 の 日 ・ 牛 乳 月 間 活 動

活 動 運 営 管 理 事 業 支 出

地 域 普 及 組 織 支 援

戦 略 設 定 ・ 調 査 等 情 報 収 集

専 門 部 会 等 組 織 活 動

業 界 向 け 情 報 開 発 整 備

業 界 向 け セ ミ ナ ー 開 催

直 接 人 件 費

学 校 給 食 牛 乳 飲 用 定 着 事 業 支 出

飲 用 定 着 促 進 情 報 開 発 整 備

学 校 栄 養 士 ・ 教 諭 等 向 情 報 提 供

学 乳 安 定 供 給 推 進

24年度需給見通し及び22年の
拠出率実績を基礎に算出。
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予算額 前年度予算額 増  減 摘　要

(4) 他事業からの移管

ア 15,570 - 15,570

(ア) 8,830 - 8,830

(イ) 6,740 - 6,740

イ 16,600 - 16,600

ウ 24,010 - 24,010

エ 18,089 - 18,089

(ア) 3,360 - 3,360

(イ) 14,729 - 14,729 災害等危機管理事業を兼務

74,269 - 74,269

(5) 0

ア 21,200 21,200 0

イ 19,325 22,000 △ 2,675 他事業部門へ業務移管

ウ 0 1,600 △ 1,600

エ 4,500 4,500 0

オ 4,150 4,150 0

カ 3,500 3,800 △ 300

キ 1,650 2,030 △ 380

ク 2,300 2,800 △ 500

ケ 2,280 2,000 280

コ 500 500 0

サ 500 600 △ 100

シ 21,600 18,000 3,600

ス 1,500 840 660

セ 2,100 2,100 0

ソ 900 900 0

タ 9,548 9,210 338

チ 0 4,500 △ 4,500

ツ 2,000 1,000 1,000

97,553 101,730 △ 4,177

628,041 569,430 58,611

△ 132,471 △ 89,960 △ 42,511

Ⅱ

１．

(1)

ア 64,500 0 64,500 満期国債

イ 0 0 0

64,500 0 64,500

２．

(1)

ア 0 0 0

イ 4,777 4,100 677

(2)

ア 0 1,300 △ 1,300

4,777 5,400 △ 623

59,723 △ 5,400 65,123

Ⅲ

１．

(1)

ア 0 0 0

0 0 0

２．

(1)

ア 0 0 0

0 0 0

0 0 0

Ⅳ 30,000 30,000 0

△ 102,748 △ 125,360 22,612

164,950 200,310 △ 35,360

62,202 74,950 △ 12,748

活 動 運 営 管 理 事 業 支 出

業 界 向 け 広 報 対 策 支 出

Ｗ Ｅ Ｂ サ イ ト 運 営 支 出

メ デ ィ ア 広 報 対 策 支 出

管 理 費 支 出

役 員 報 酬 支 出

給 料 手 当 支 出

広 報 関 連 事 業 支 出

広 報 関 連 事 業 支 出 計

メ デ ィ ア セ ミ ナ ー 開 催

メ デ ィ ア 向 け 情 報 提 供

各 種 情 報 管 理 活 動

直 接 人 件 費

科        目

退 職 給 付 支 出

福 利 厚 生 費 支 出

会 議 費 支 出

旅 費 交 通 費 支 出

通 信 運 搬 費 支 出

消 耗 什 器 備 品 支 出

消 耗 品 費 支 出

印 刷 製 本 費 支 出

光 熱 水 料 費 支 出

財 務 活 動 収 支 の 部

財 務 活 動 収 入

借 入 金 収 入

短 期 借 入 金 収 入

財 務 活 動 支 出

財 務 活 動 収 支 差 額

予 備 費 支 出

賃 借 料 支 出

諸 謝 金 支 出

新 聞 図 書 費 支 出

交 際 費 支 出

集 金 手 数 料 支 出

雑 支 出

管 理 費 支 出 計

事 業 活 動 支 出 計

事 業 収 支 差 額

消 費 税 支 出

当 期 収 支 差 額

前 期 繰 越 収 支 差 額

次 期 繰 越 収 支 差 額

借 入 金 返 済 支 出

短 期 借 入 金 返 済 支 出

財 務 活 動 支 出 計

（注）１、収支予算書は、「公益法人会計における内部管理事項について」に示された様式で作成。
　　　２、短期借入は予定しない。

投 資 活 動 収 支 の 部

投 資 活 動 収 入

特 定 資 産 取 崩 収 入

運 営 基 金 引 当 資 産 取 崩 収 入

退 職 給 与 引 当 資 産 取 崩 収 入

投 資 活 動 収 入 計

財 務 活 動 収 入 計

投 資 活 動 支 出

特 定 資 産 取 得 支 出

運 営 基 金 引 当 資 産 取 得 支 出

退 職 給 与 引 当 資 産 取 得 支 出

固 定 資 産 取 得 支 出

什 器 備 品 支 出

投 資 活 動 支 出 計

投 資 活 動 収 支 差 額
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平成２４年度の生乳及び牛乳乳製品流通関連事業の 

基本的な進め方について 

 

平 成 ２ ４ 年 １ 月 １ ６ 日  

第３回需給取引専門部会  

 

 J ミ ル ク に お け る 平 成 24 年 度 の 生 乳 及 び 牛 乳 乳 製 品 流 通 関 連 事 業

に つ い て は 、 平 成 23 年 度 の 事 業 推 進 状 況 及 び 今 後 の 課 題 を 踏 ま え 、

次 の 内 容 を 基 本 に 推 進 す る こ と と す る 。  

 

１． 本事業では、これまで実施してきた次の事業について継続して推

進する。  

 

（１） 生乳及び牛乳乳製品の需給情報の提供と共同の取り組みの推

進  

（２） 生乳中の動薬等の残留に関する定期検査等、ポジティブリスト

制度への対応  

（３） 生乳検査の精度向上を目指す認証制度の運営  

（４） 酪農乳業における共有課題の検討及び取り組み提言  

（５） 上記の事業を推進するための調査及び情報の収集  

 

 

２． 本事業では、 23 年度の事業推進上で課題となった点を踏まえ、

次の取り組みを強化する。  

 

（１） 「生乳及び牛乳乳製品の需給見通し」については、酪農乳業

関係者のみならず、乳製品のユーザー、食品スーパーなどの

小売流通関係者の利用が多いことから、利用者ごとのニーズ

に即して、理解し易く利用し易い情報にすることが不可欠で

ある。  

こうしたことを踏まえ、需給見通しの公表の時期や頻度につ

いては、飲用牛乳類の需要期、乳製品の需要期、余乳発生時期

などの需給の節目を想定して年４回程度にするとともに、需給

の背景にある各種要因などについて質の高い情報の提供に努め

る。  

  なお、需給見通しの作業を精緻化しかつ円滑に推進するため、

小売流通業及び乳製品ユーザーへの調査を強化して実施する。  

別添１ 
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  また、業界及び関係者における需給の変化に対する認識の共

有化を進めるため、需給委員会の開催頻度は２か月に１回程度

とする。  

 

（２）  生乳のポジティブリスト制度への対応については、生産者が

推進する「牧場段階での動薬等の記帳記録の徹底」及び「動薬

等利用実態の正確な把握」が基本であるので、これらを支援す

るための共同の取り組みについて、生乳生産現場の実態に即し

つつ、新たな取り組みの工夫が可能なのかを踏まえ、さらに強

化して推進する。  

 

（３）  生乳及び牛乳乳製品の検査精度及び精度管理については、諸

外国に比べ取り組みが相当に不十分な実態にあるにもかかわら

ず、外部精度管理への取り組みが極めて不十分であることから、

外部精度管理への参加並びに認証制度の参加を一層促進する。  

 

（４）  共有課題の検討及び取り組み提言については、特に、酪農生

産基盤の安定強化及びＴＰＰなどの新たな貿易自由化の流れが

わが国酪農乳業に及ぼす影響の分析などを重点的に推進する。  

 

（５）  生乳及び牛乳乳製品流通関連事業に係る情報について、業界

内での共有化や活用が円滑に促進されるようにするため、セミ

ナーの開催や広報対策の強化を図る。  

 

（以上）  
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共通課題の検討・整理

安全安心への対処

検査精度の確保

提
供
情
報
の
評
価
調
査

提供情報の開発

メディア

小売流通
ユーザー

酪農乳業関係者

マーケット（消費者）

生乳及び牛乳乳製品流通関連事業の戦略図

成果
検証

WEB・メルマガ
レポート・報告書

セミ ナー・学習会

課題の解決に向けた情報提供と 交流

その他の重点課題

調査・分析・検討

需給予測
動薬等の
残留検査

精度管理
認証

その他
情報

課題解決型情報の整備

適正な需給調整

酪農乳業の共通課題の解決に役立ったり結びついたりする情報の提供
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平 成 ２ ４ 年 度 以 降 の 牛 乳 乳 製 品 普 及 関 連 事 業 の  

基 本 的 な 進 め 方 に つ い て  

 

平成 24 年 1 月 17 日  

第 3 回普及専門部会 

 

 平 成 24 年 度 以 降 の 牛 乳 乳 製 品 普 及 関 連 事 業 に つ い て は 、 マ ー ケ テ ィ ン グ 委

員 会 及 び 健 康 科 学 委 員 会 の 検 討 （ 各 委 員 会 で ３ 回 づ つ 協 議 ） 結 果 を 踏 ま え 、 次

の 内 容 を 基 本 に 推 進 す る こ と と す る 。  

 

１．戦略的な「乳の栄養健

康機能」等「価値情報」の

開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 伝わり易く解り易い情報の開発 

わが国における牛乳乳製品の価値向上を目指すため、「乳

の栄養健康機能」などについて、関連するエビデンス（科

学的根拠）などに係る情報を、生活者に伝わり易く解り易

い表現として開発し、これを業界関係者（酪農乳業関係団

体、乳業者、地域普及組織等）及びミルクインフルエンサ

ーに提供する。  

この場合、①日本人の食生活及び健康上の課題並びに実

際に生活者と接するミルクインフルエンサーのコミュニケ

ーション（診療活動・栄養指導・食育活動等）上の課題を

踏まえた文脈の整理、②①を踏まえたコミュニケーション

のチャネルやツールの選択、③事業の規模などに対応した

ミルクインフルエンサーの選択と集中、④信頼できるエビ

デンスの採用と適切な情報（表現）の開発等に努める。  

 

（２） 専門家との支援連携体制の構築 

上記（１）を着実に推進するためには、生活者から信頼

される情報の開発が不可欠であることを踏まえ、関連する

分野で社会的に評価されている専門家から支援を受け連

携して活動する体制（「乳の学術連合」（仮称））を構築す

る。  

 

（３） 乳の栄養健康機能の絞り込み 

「乳の栄養健康機能」については、業界で統一して効率的

に訴求するため、日本人の食生活や健康上の課題と牛乳の

価値が、生活者の意識の中でどのように結びついているの

かなどについて、「牛乳等に係る食生活動向調査（仮称）」

を毎年度実施し、これを踏まえ、絞り込んで設定するとと  

別添２ 
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もに、定期的に検証を行う 

なお、当面する 24～26 年度のテーマについては、23 年 

度の調査結果の考察を踏まえ、骨強化・骨粗鬆症（カルシ

ウム）、リラックス安眠機能（カルシウム）、生活習慣病予 

防（カルシウム）、（栄養バランス）、免疫力強化（タンパク

質）とする。 

 

（４） 学校給食における牛乳普及の課題 

また、学校給食における牛乳普及を進める上での課題と

して確認された①乳タンパク質アレルギーへの対処、②乳

糖不耐症の対応、③和食（米飯給食）と乳の組み合わせに

対する忌避意識の改善についても、学校給食をフィールド

とした事業における戦略的課題とする。  

 

（５） 「牛乳乳製品健康科学会議」などとの連携 

上記（２）（３）で絞り込んで設定した「乳の栄養健康

機能」のエビデンス等については、戦略的な情報開発及び

情報の信頼性の確保並びに新たな知見の開発を図るため、

「乳の学術連合」の内、健康科学分野の研究者で組織され

た「牛乳乳製品健康科学会議」と連携した活動を推進する。 

また、（３）に係る情報（表現）開発については、「乳の

学術連合」の内、食育（教育）分野の研究者で組織された

「牛乳食育研究会（仮称）」と連携した活動を行う。  

 

（６） 「乳の社会文化価値」の訴求 

「栄養健康機能」の訴求のみでは、①十分なエビデンス

が確立されてないものが多いこと、②生活者の認識や意識

は「科学的合理的」要素だけで形成されていないことから、

「乳の価値」を高めることに限界がある。  

こうしたことを踏まえ、㋐「乳の飲用習慣に関する世代

効果、年齢効果の検証」、㋑「乳の栄養経済性（必要な栄

養を確保する前提で、乳を食材として採用する場合とそう

でない場合の経済コストの差異など）」、㋒「乳が日本人の

栄養に果たしてきた歴史的役割（戦後における日本人の体

位向上、長寿化における乳の栄養学的な役割など）」、㋓「和

食と乳の食文化的融合の意義」等の社会的文化的な切り口

についても、「乳の学術連合」の内、社会文化分野の研究

者で組織された「乳の社会文化ネットワーク」と連携して、

情報を整理開発し併せて訴求していく。  
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２．「栄養健康機能」にお

ける「乳」の定義。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．「ミルクインフフエン

サー」の絞り込み並びに

教育・育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．乳 の 栄 養 健 康 機 能 等

「価値情報」の啓発普及 

 

 

 

 

 

「乳の栄養健康機能」における「乳」の定義については、

①J ミルクの組織特性を踏まえると「生乳」の市場基盤の

強化が最優先順位であること、②乳業では「牛乳」に係る

エビデンス研究が少なくなっていることなどから、上記１

の情報開発における委託研究は、「牛乳」を優先的に取り組

むこととする。  

ただ、情報訴求上は、「日本人の食生活及び栄養上の課題」

の解決に結びつける文脈で表現することが必要であること

から、「牛乳」以外の乳製品の栄養健康機能についても、訴

求対象とする。  

 

 

 

（１） ミルクインフルエンサーの絞り込み 

ターゲットとするミルクインフルエンサーについては、

選択と集中を通した事業の効率化を図る観点から、当面は、

既に J ミルクが関係を持っている医師（学術会議などのネ

ットワークに参加している医師）、栄養士（日本栄養士会、

全国学校栄養士協議会）を基本とする。  

 

（２） ミルクインフルエンサーの育成システム 

J ミルクが提供する価値情報を活用して、一般生活者の

コミュニケーションを積極的に推進する「ミルクインフル

エンサー」を育成するため、「ミルクティーチャー・ライセ

ンスシステム（仮称）」（例えば、乳の健康栄養機能に係る

各種エビデンス、酪農や牛乳乳製品の生産・製造・流通に

係る法律や表示のルール、乳や酪農に関する歴史や文化な

どの知識などを、E ラーニングの手法で学習し、一定の知

識量を習得した者に、ライセンスを与えることを通して「ミ

ルクインフルエンサー」としての自覚を促す制度）を、「乳

の学術連合」の協力の下に構築し運営する。  

 

 

 

（１） 「価値向上戦略プラン」の策定 

「乳の栄養健康機能」等に関する価値情報が、業界関係

者及びミルクインフルエンサーにおいて、円滑かつ効果的

に活用されるよう、①エビデンス、②生活者とのコミュニ  



30 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．放射能問題への対応 

 

 

ケーションを実現するための文脈、③コミュニケーション

のチャネルやツール、表現等を盛り込んだ「（インフルエン

サー別）価値向上戦略プラン」を作成し、酪農乳業関係者

向け及びミルクインフルエンサーに対し、その戦略への理  

解促進を図る。  

なお、上記の「価値向上戦略プラン」については、23 年

度内に原案を作成し、検討を開始し、24 年 6 月頃をめどに

決定する。  

 

（２）酪農乳業関係者への情報提供 

「乳の栄養健康機能」等に関する価値情報については、

先ず、酪農乳業における団体や企業に対し、それぞれの情

報の活用場面や活用方法などを踏まえた「モデル啓発資材

とその活用事例集」等を作成し、日常的に提供する。  

 

（３）医師及び栄養士への啓発活動 

訴求する「乳の栄養健康機能」が「日本人の食生活や健

康上の課題の改善」に貢献することの基本的理解を促進す

るため、医療及び栄養関連の専門（ターゲット）誌（紙）

への記事掲載、セミナー等を活用した、ミルクインフルエ

ンサー向け理解醸成活動を実施する。  

なお、これらの活動を円滑に推進するため、「牛乳乳製品

健康科学会議」に組織された研究者が積極的にサポートす

る体制を構築するとともに、日本栄養士会との連携を強化

する。  

 

（４）栄養教諭・養護教諭への啓発活動 

小中学校での牛乳飲用習慣の定着を図るため、他の事業

と連携しつつ、栄養教諭（学校栄養職員、養護教諭を含む。）

に対して、学校給食・養護関係の専門誌（紙）への記事掲

載及びセミナーの開催並びにモデル教材・啓発資材の開発

と提供を進める。 

なお、これらの活動を円滑に推進するため、「牛乳食育研

究会」に組織された研究者が積極的にサポートする体制を

構築するとともに、文科省及び全国学校栄養士協議会等と

の連携を強化する。  

 

 

（１） 放射能問題に対する生活者対策の継続 

 原発事故による放射性物質汚染のミルクサプライチェー  



31 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．「牛乳の日・牛乳月間」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．メディア（ＰＲ）対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

ンへの影響が、依然、続いている状況を踏まえ、他の事業

と連携して「牛乳ナビ」等を活用した生活者対策を積極的

に推進する。 

 

（２） 放射能問題に対するエビデンスの収集・提供 

 牛乳乳製品に係る放射性物質の残留・移行や健康への影

響に関するエビデンスの収集・整理・研究及び業界関係者

への情報提供を行う。  

このため、専門家や研究者で組織する「放射能問題プロ

ジェクト」を立ち上げる。  

 

 

 

（１） 業界活動における位置づけ 

「牛乳の日」「牛乳月間」については、酪農乳業が推進す

る生活者コミュニケーション活動の起点（PR の素材、「記

念日」）となるように、団体や企業が行うそれぞれの活動プ

ランのなかに位置づけで、可能な方法で取り組むものとす

る。  

 

（２） 共同の活動 

上記（１）を踏まえ、J ミルクでは、各団体及び企業、

地域普及組織から、それぞれの活動計画を提出してもらい、

①情報の共有化、②PR（広報）活動を進める。  

 

（３） J ミルクの活動 

また J ミルクの活動としては、６月にセミナーなどのミ

ルクインフルエンサー向けのコミュニケーション活動を極

力多く実施し、併せて「牛乳の日」の認知を高める。  

 

 

 

業界関係者及び各ミルクインフルエンサーへの情報訴求

が確実かつ効率的に推進できるようにするため、ターゲッ

ト毎に選択したメディアチャネル（酪農乳業関連メディア、

食生活・栄養関連メディア、医療関連メディア等）に対し

て、メディア向けセミナー、プレスリリース等を駆使した

価値向上戦略に即したＰＲ対策を推進する。 
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８．ＷＥＢ及びソーシャル

メディア対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．事業の目標設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業界関係者及びミルクインフルエンサーへの的確な情報

訴求及び双方向性の高いコミュニケーションの実現を図る

とともに、情報がさらに拡散（多くの生活者にも結果とし

て広がる）していくようにする観点から、既存ＷＥＢサイ

トのリニューアルを早期に行うとともに、ソーシャルメデ

ィアへの積極的な対応を進める。 

なお、ソーシャルメディアへの具体的な対応方法（ソー

シャルネットワークにどのような方法で参加していくの

か？）については、マーケティング委員会で、専門家を交

えた検討を行う。 

 

 

 

（１） 三つの目標指標 

J ミルク事業の成果を客観的に評価し、事業の検証を行

うようにする観点から、次の目標を設定する。 

① 牛乳の相対的価値をどれだけ高められたか。  

② 事業の直接のターゲットであるミルクインフルエン

サーの、J ミルク発信情報への注目度合い及び利用状

況がどれだけ高まったり増えたりしたか。  

③ ミルクティーチャーのライセンス取得者がどれだけ

増えたか。  

 

（２） 検証の手法 

上記目標のうち、①②については、定期的な生活動向及

び情報利用状況等の調査（分析手法の開発を含む）で検証

する。  

 

（３） 具体的な目標数値 

上記目標の内、数値化が可能なものについては、24 年度

の実績を基数に、26 年度は、確実に数値が増加することを

目標とする。なお、実際の目標数値は、24 年度実績を勘案

して決定する。  

 

（４） コスト効果の検証・評価 

 なお、上記の他、事業におけるコスト効果についても評

価・検証を行う。  
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乳の学術連合

健康科学分野

社会文化分野

食育（教育）分野

生活動向調査
（情報活用実態調査）

生活者の本質的ニーズの解明

食生活や健康上
の課題

牛乳に対する
認識や意識

牛乳価値の再構築（評価と選択）

価値情報の開発

情報（表現）開発

学術情報等収集と研究開発

業界関係者 メディア

ミルクインフルエンサー

医師 栄養士

学校栄養士

一般生活者

牛乳乳製品普及関連事業の戦略図

栄養健康に
関する機能的

価値

社会的文化的
価値

ビッグママ

効果
検証

コミ ュニケーション戦略
WEB・ソーシャルメ ディア

タ ーゲット誌（紙）

モデル啓発資材と
活用事例集

牛乳の日・牛乳月間

セミ ナー

価値向上戦略

安全安心分野

2011/12/23段階

牛乳乳製品の価値向上に役立ったり結びついたりする情報の提供
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分野 健康科学 社会文化 食育（教育）

研究組織
牛乳乳製品
健康科学会議

乳の社会文化
ネットワーク

牛乳食育
研究会

担当する
価値領域

乳の栄養健康機能
における価値

乳の社会的
文化的価値

子どもの食生活
における

乳の総合的価値

役 割

上記の乳の価値を向上させるため次の活動を実施。
①戦略的情報開発（情報の信頼性の確保）
②研究者の育成及び組織化
③業界関係者及びインフルエンサーへの情報提
供・啓発・教育

学校での食育活動にお
ける乳の価値の戦略的
訴求

具体的活動

①国内外の研究情報の収集・評価
②新たな知見の研究・調査・開発
③業界関係者及びインフルエンサーに対する「わ
かり易く伝え易い」情報（表現）開発及び啓発・
教育・指導のためのセミナーの開催
④活動（研究）成果の発表
⑤これまでの委託研究の再評価と活用できる研究
成果の選択（牛乳乳製品健康科学会議）

児童生徒・母親・一般
教諭を対象にしたモデ
ル啓発教材（資材）及
び指導案（活用案）も
研究・開発・制作

研究（活動）テーマ
（当面する３年間）

①骨強化・骨粗鬆症予
防
②リラックス安眠効果
③生活習慣病予防
④免疫力強化

①牛乳飲用習慣におけ
る世代効果・年齢効果
②牛乳の栄養経済性
③和食と乳の食文化的
融合の意義
④日本の酪農乳業の産
業的発展の特徴と意義
⑤学校給食における牛
乳利用の歴史的総合的
意義

学校給食における以下
の課題を踏まえた情報
開発
①乳アレルギーへの対
処
②成長に伴う乳糖不耐
症の発現への対応
③米飯給食時における
牛乳忌避意識
④和食と乳の組み合わ
せの困難性への対処等

主なターゲット 医師・栄養士（栄養教諭・養護教諭を含む）等及び業界関係者

中心となる研究者

折茂肇（骨粗鬆症財団
理事長）、児玉浩子
（帝京平成大学教授）、
清水誠（東京大学教
授）、上西一弘（女子
栄養大学教授）、桑田
有（人間総合大学教
授）ほか。

生源寺真一（名古屋大
学教授）、和仁皓明
（食文化研究者）、江
原絢子（東京家政学院
大学名誉教授）、小長
谷由紀（国立民族学博
物館教授）、大江靖雄
（千葉大教授）ほか。

田中博之（早稲田大学
教授）、木村純子（法
政大学教授）、児玉浩
子（帝京平成大学教
授）藤本勇二（武庫川
女子大学教授）、長島
美保子（全国学校栄養
士協議会副会長）ほか。

新たな「乳の学術連合」の組織と活動の概要

安全安心分野

放射能問題プロジェクト

飼料・原乳・牛乳乳製品に係る放射性物質の残留・移行や健康への影響に関するエビデンス
の収集・整理・研究及び業界関係者への情報提供
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栄養健康上の課題 栄養健康価値

小児科

産婦人科

高齢者医療等

保健所

病院

福祉施設

栄養教諭

学校栄養職員

養護教諭

ミルクインフルエンサー
（栄養教諭等学校関係者）

メディア

業界関係者

消費者団体

普及関連事業におけるコ
ミュニケーションと同様の
オケージョンを想定。

牛乳に関心が高く、
放射能問題に前向
きに対応して行こうと
いう意識の母親（主
婦）

生活者

①食品の放射能汚染への不安
②食品事業者の取り組みに対する不信
③放射能に係る科学的情報の混乱

生活者相互のコミュニケー
ション場面

【表現開発】
放射性物質対策連絡会
マーケティング委員会
（原案作成は事務局）

オケージョン
（場所や場面）

ターゲット
主なオケージョン

（情報利用の場面）

患者さんへの診療

食生活関係
ジャーナリスト

生活者の課題とターゲット
コミュニケーション

対象

①骨強化機能
②不定愁訴予防機能
③免疫調節機能
④ダイエット補完機能

イ
ン
フ
ル
エ
ン
サ
ー

栄養士

業界関係者

母親
（主婦）

栄養・生活指導

①授業・給食指導
②父母会・給食会
③授業研究会

①牛乳販売店
②牧場見学・体験学習
③工場見学
④消費者イベント
⑤小売業からの照会

記事執筆の参考に

医　師

情報・表現
開発

【情報開発】
放射能問題プロジェクト
行政等既存情報

教諭

①骨強化・骨粗鬆症予
防機能
②リラックス安眠機能
③免疫調節機能
④生活習慣病予防機能

メディア

コミュニケーション
対象

母親
（主婦）

①小学５～中学１年
②母親
③一般教諭

普及関連事業における価値向上戦略

放射能問題に係るコミュニケーション

注：価値情報のコンテンツについては、２４年度はこれまでのエビデンス等の情報を基礎に開発し、25年度以降は、その後の新たな知見や情報を加えて

情報・表現
開発

【情報開発】
「健康科学会議」
「乳の社会文化NT」
「牛乳食育研究会」等
の研究会組織

　
【表現開発】
マーケティング委員会
（原案作成は事務局）

①慢性的なCa不足
②社会的ストレスの増加
による健康への影響
③免疫力の低下
④高度肥満や過度なダ
イエット

①骨強化・骨粗鬆症予
防機能
②リラックス安眠機能
③免疫調節機能
④生活習慣病予防機能

生活者の課題と

別添３ 
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社会文化的課題 社会文化価値

①関連セミナー
②WEBサイト
③ソーシャルメディ
ア

①飼料・原乳・牛乳乳製品に係る各種モニタリン
グ検査結果
②酪農乳業における放射性物質汚染に係る取り
組み状況
③飼料・原乳・牛乳乳製品に係る放射性物質汚
染の健康の影響に係るエビデンス情報

―
①WEBサイト
②ソーシャルメディ
ア

情報ツール

①専門家の講演（共通講演資料）
②各種機関の検査結果
③理解啓発資料

会員組織

全国消費者団体連絡会

食生活ジャーナリストの会

学校栄養士協議会
日本栄養士協会

①各種機関の検査結果
②理解啓発資料

①栄養士会セミ
ナー
②栄養士向け専門
誌
③WEBサイト
④ソーシャルメディ
ア

ネットワーク組織 情報チャネル

食生活ジャーナリストの会

①メディアセミナー
②メディアツアー
③WEBサイト
④ソーシャルメディ
ア

主な情報コンテンツ

①専門家による講演
②ジャーナリスト向け資料

健康科学会議会員
関連学会

①関連学会
②医師向け専門誌
③WEBサイト
④ソーシャルメディ
ア

①専門家の講演（共通講演資料）
②コミュニケーションブース（医師向け啓
発パネル）
③医師のための母親向け啓発資料及び
活用マニュアル

ネットワーク組織 情報チャネル 情報ツール

平成２４年２月７日　　第４回普及専門部会

会員組織

①業界向けセミ
ナー
②Jミルクレポート
③WEBサイト

①専門家の講演（共通講演資料）
②利用場面別のモデル啓発資料及び活
用マニュアル

学校栄養士協議会

①学校栄養士セミ
ナー
②栄養（養護）教諭
向け専門誌
③WEBサイト
④ソーシャルメディ
ア

①専門家の講演（共通講演資料）
②モデル教材（啓発資料）及び活用マ
ニュアル

日本栄養士会

（２４～２６年度）のコミュニケーションプラン

プラン（２４年度）

充実させる。

（当面する２４年度）
①所得低下・格差拡大
による「子どもの食の貧
困」
②大災害への不安
③和食（伝統食）回帰に
おける牛乳への忌避意
識

（当面する２４年度）
①牛乳の栄養経済性
②災害時における牛乳
の栄養的役割
③和食と牛乳の食文化
的融合の意義

主な情報コンテンツ

①専門家の講演（共通講演資料）
②栄養士のための母親向け啓発資料及
び活用マニュアル


